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（修正後）   資料１ 

令和４年度具体的事業実績評価について 

 「留萌市子ども・子育て支援事業計画」に掲げる計１０３の事業からなる具体的事業の令和４
年度の実績評価について、評価対象外４事業を除く９９事業のうち、十分な成果（Ａ）と一定の
成果（Ｂ）の合計が９５事業と全体の９６％を占める結果となりました。 
今後も継続して事業を実施し、着実に子ども・子育て支援施策を推進していきます。 

 

十分な成果 一定の成果 成果が低い 評価対象外

Ａ Ｂ Ｃ

①  地域子育て支援の充実 9事業 6事業

②  就学前教育・保育の充実 7事業 1事業 1事業

③  学校教育環境の充実 10事業 2事業

④  情報提供・相談体制の充実 2事業 2事業

⑤  母子保健・医療体制の充実 8事業 1事業

⑥  食育の推進 5事業 2事業

⑦  安心・安全な生活環境の整備 5事業

⑧  仕事と子育ての両立支援（ 再掲）

⑨  子どもの健全育成 8事業 5事業 2事業

⑩  次代の親の育成 1事業

⑪  家庭や地域の教育力の向上 4事業 0事業 1事業

⑫  有害環境対策の推進 2事業

⑬  子どもの権利・安全の確保 1事業 1事業

⑭  児童虐待防止の推進 1事業 1事業

⑮  ひとり親家庭等への自立支援 2事業 1事業

⑯  障がい児施策の推進 5事業 2事業

⑰  その他支援を必要とする児童
に対する施策の推進 1事業 1事業

その他 3事業

合　　　計 69事業 26事業 4事業 4事業

基本目標

実績評価

計画に基づく具体的事業の進捗状況等について 



　具体的事業進捗状況等管理表

評
価

事業実績 事業成果目標

① 1 子育て支援センター事業
（地域子ども・子育て支援事業）

B

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育
てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行い、ま
た、育児不安などの子育て相談や親子同士のふれあいの場も
提供し、育児に関する講演会等を開催するなど、子育て家庭に
対する様々な事業を推進した。
【目標】子育て支援センター年間延利用人数　　１１，８８１人
【実績】子育て支援センター年間延利用人数　　　６，４９０人

 子育て支援センター年間延利用人数　　１１，２０６人
子育て支援課
（支援センター）

① 2
利用者支援事業
（地域子ども・子育て支援事業）
※基本目標④「情報提供・相談体制の充実」再掲
事業

B
　子育て支援センター及び子育て支援課において、幼児教育・
保育施設に関する利用相談や利用調整及び子育て情報の提供
を実施した。

　子育て世代包括支援センター事業を行い、幼児教育・保
育施設に関する利用相談や利用調整及び子育て相談・情
報提供などの充実を図る。

子育て支援課
（支援センター）

① 3 親子ひろば事業 B

　市内６か所の児童センターにおいて、未就学の幼児・児童を対
象に、遊びを中心とした親子の交流の広場を提供した。
【目標】子育て支援センター及び児童センター年間延利用人数
９，６１５人
【実績】子育て支援センター及び児童センター年間延利用人数
４，３４５人

 未就学児童の子育て支援センター及び
児童センター年間延利用回数　　　９，６１５回

子育て支援課

① 4
ファミリー・サポート・センター事業
（地域子ども・子育て支援事業）
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事
業

A

　事業受託団体であるＮＰＯ法人と連携・協力し、子育ての援助
を受けたい人と援助を提供できる人を地域で結び付ける「子育
ての相互援助活動」により、地域ぐるみで子育てを支援した。
【目標】年間延利用人数　２７０人
【実績】年間延利用人数　２３０人

　年間延利用者数　２５８人 子育て支援課

① 5 一時預かり事業
（地域子ども・子育て支援事業）

A

　家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼
児を主に昼間、一時的に預かり、必要な保護を行いました。私
立幼稚園では在園児を対象とした預かり保育を実施し、それ以
外は、ファミリー・サポート・センター事業と合わせて実施した。
【目標】幼稚園における一時預かり年間延利用人数４，５８５人
【実績】幼稚園における一時預かり年間延利用人数７，８８４人

　幼稚園における一時預かり
　年間延利用人数　６，９２２人

子育て支援課

① 6 産後子育てサポート事業 B

　乳児全戸訪問時において、ファミリー・サポート・センター事業
の説明及び３時間の無料券を配布し、産後の子育てを支援し
た。
【目標】　年間延利用者数　３９名
【実績】　年間延利用者数　２６人

　年間延利用者数　３９名 子育て支援課

令和５年度
所管課

基
本
目
標

番
 

号
具体的事業名

令和４年度

十分な成果が得られた A

一定の成果が得られた B

得られた成果が低かった C

評価対象外（新型コロナウイルス感染症の

影響等により事業が中止になったもの）

評　　　価
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評
価

事業実績 事業成果目標

令和５年度
所管課

基
本
目
標

番
 

号
具体的事業名

令和４年度

① 7 乳幼児全戸訪問事業
（地域子ども・子育て支援事業）

A

　生後４カ月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、子育て
支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行い、子育て支
援を推進した。
【目標】　訪問戸数　１０７件
【実績】　訪問戸数　　７１件

　年間延べ訪問件数　１０５件
子育て支援課
（支援センター）

① 8
養育支援訪問事業
（地域子ども・子育て支援事業）
※基本目標⑯「障がい児施策の推進」
再掲事業

B

　乳幼児全戸訪問事業と連携し、養育支援が特に必要な家庭に
対して、その居宅を訪問し、家事・育児支援や養育に関する指
導・助言等を行うことにより、適切な養育の実施を確保するなど
子育て支援を推進した。
【目標】　養育支援対象者数　７名
【実績】　養育支援対象者数　０名

　養育支援対象者数　７名
子育て支援課
保健医療課

① 9 乳幼児等医療費助成事業 A

　乳幼児世帯の健康増進及び経済的な負担軽減を図るため、０
歳児から高校生等までに拡大して医療費の助成を行い、子育て
支援を推進した。
【目標】乳幼児等一人当たりの助成件数　　１３．０件以上
【実績】年間延助成件数　２２，１８８件
　　　 　助成対象者数　２，１６０人
　      乳幼児等一人当たりの助成件数　１０,３件

　乳幼児等一人当たりの助成件数　　１１．０件以上 市民課

① 10

放課後児童健全育成事業（留守家
庭児童会）
（地域子ども・子育て支援事業）
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事
業

A

　就労等により保護者が日中家庭にいない小学校１年生から６
年生に、小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊びと
生活の場を提供することにより、子どもの健全育成を図った。
【目標】　留守家庭児童会登録児童数　１８３人
【実績】　留守家庭児童会登録児童数　１６５人

　留守家庭児童会登録児童数　１８３人 子育て支援課

① 11 地域組織活動
（母親クラブ活動費補助金） B

　児童センターを拠点として、地域で組織される母親クラブの地
域組織活動と連携・協力し、異世代間交流や安全対策活動によ
り、子どもの健全育成を推進した。
【目標】母親クラブ会員数　　３００名
【実績】母親クラブ会員数　　２４７人

　母親クラブ会員数　　３００名 子育て支援課

① 12

妊婦健康診査（妊婦健康診査受診

票等の発行）
（地域子ども・子育て支援事業）
※基本目標⑤「母子保健・医療体制の充実」再掲
事業

A

　妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診
査を実施するとともに、妊婦期間中の適時に必要に応じた医学
的検査を実施しました。また、母子健康手帳と一緒に健康診査
受診票を発行し、妊娠中の健康診査の費用を負担することによ
り、出産環境づくりを推進した。
【目標】妊婦健康診査延受診人数　１，９８１名
【実績】妊婦健康診査延受診人数　１，００５名

　妊婦健康診査延受診人数　１，９４４名 保健医療課

① 13 遊び方教室
※基本目標⑯「障がい児施策の推進」再掲事業 A

　１歳６カ月健康診査等で、心身の発達の遅れや育児不安など
で支援が必要な母子を対象に、関係機関と連携した遊び方教室
を開催し、障がい児施策の推進を図った。
【目標】　事業実施回数　１２回
【実績】　事業実施回数　１１回

　事業実施回数　１２回 保健医療課
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① 14 カズモ赤ちゃんの駅認定事業 A

　妊婦や子ども連れの保護者が気軽に外出できる環境づくりの
ため、子育て設備の一定基準を満たした施設等をカズモ赤ちゃ
んの駅として認定し、子育て支援を推進した。
【目標】 認定施設数　　１８箇所
【実績】 認定施設数　　１７箇所

  認定施設数　　１８箇所 子育て支援課

① 15

病児保育事業
（地域こども・子育て支援事業）
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事
業

A

　病中または、病気の回復期にあるお子さんを就労などのた
め、家庭で保育できない保護者にかわり一時的に保育し、仕事
と子育ての両立を支援した。
【目標】　延利用人数　３６人
【実績】　延利用人数　４３人

　延利用人数　３６人 子育て支援課

② 16
幼児教育・保育事業
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事
業

A

　認可保育所・小規模保育事業所において、保護者の就労等の
理由により、保育の必要な幼児・児童を受け入れ、また、保育所
の新築により、保育環境の充実を図った。
　幼稚園においても、義務教育及びその後の教育の基礎を培う
ものとして、幼児を保育し、幼児の健やかな成長を助長するため
に、幼児教育・保育のサービスの充実を図った。
　保育所入所児童人数（４月１日）　　２６５人（計画265人）
　幼稚園入園児童人数（４月１日）　　１５３人（計画155人）
　待機児童数　　０人（目標０人）

 保育所入所児童人数　　２５９人
 幼稚園入園児童人数　　１４４人
 待機児童数　０名

子育て支援課

② 17

障がい児保育事業
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事
業
※基本目標⑯「障がい児施策の推進」再掲事業

A
　障がいをもつ子どもが安心して保育サービスを受けられるよ
う、保育所・幼稚園が加配する人件費を一部補助し、環境整備
に努めることで保育サービスの充実を図った。
　加配補助実績額　６，６８４千円

障がいをもつ子どもが安心して保育サービスを受けられる
よう、保育所・幼稚園が加配する人件費を一部補助し、環
境整備に努め保育サービスの充実を図る。

子育て支援課

② 18
延長保育事業
（地域子ども・子育て支援事業）
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事
業

C
　保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時
間以外の日及び時間において、保育所等で保育を実施し、保育
サービスの充実を図るものである。
　利用延人数　０人

　保育を実施している法人において、保育士の確保など体
制確保が可能になった段階で実施していきます。
　なお、保育短時間対象者においては、保育標準時間の
範囲内において延長保育を実施します。

子育て支援課

② 19 小規模保育事業 A

　認可保育所より少人数の単位（定員１９人）で、０歳から２歳ま
での子どもを対象に、家庭的保育に近い雰囲気のもと、きめ細
かな保育を行う小規模保育事業所を、令和元年１２月から、ＮＰ
Ｏ法人の設置・運営により実施している。
　入所児童人数（４月１日）　１７人（定員１９人）

　入所児童人数　１９人 子育て支援課

② 20
幼児教育の無償化
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事
業

A

　３歳から５歳までの幼稚園、保育所の利用料（保育料）を令和
元年１０月を無償化を実施（０歳から２歳までの住民税非課税世
帯も対象となる）。
　保育所入所児童人数（４月１日）　　２６５人
　幼稚園入園児童人数（４月１日）　　１５３人

　保育所入所児童人数　２５９人
　幼稚園入園児童人数　１４４人

子育て支援課
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② 21

多子世帯保育所保育料軽減支援事
業
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事
業

A

　同一世帯で複数の未就学児が保育所を利用している場合に
おいて、３歳児未満で、かつ、保育料の算定で第２子として取り
扱う児童の保育所保育料を無料化することによって、子育てに
関する経済的負担の軽減を図るとともに、女性の社会進出に伴
う子育てと仕事との両立が図られるよう、保育所を利用しやすい
環境を整えた。
【R3】軽減対象児童数　　４２人
【R4】軽減対象児童数　　３９人

　同一世帯で複数の未就学児が保育所を利用している場
合において、３歳児未満で、かつ、保育料の算定で第２子
として取り扱う児童の保育所保育料を無料化することに
よって、子育てに関する経済的負担の軽減を図るととも
に、女性の社会進出に伴う子育てと仕事との両立が図ら
れるよう、保育所を利用しやすい環境を整える。

子育て支援課

② 22 保育士等加配補助金 A

　障がい児等の受入れを行い、国の基準以上に保育士等を配
置する認可保育所・幼稚園に対し、保育士等の配置に係る費用
の一部を補助することにより、円滑な施設運営と児童の健全育
成を図った。
　補助対象事業所　５箇所

　補助対象事業所　４箇所 子育て支援課

② 23 保育士確保対策助成事業 A

　保育士資格を有する者が就職に必要な費用又は保育士養成
学校に入学し、保育士資格の取得を目指す学生の入学する必
要な費用について、留萌萌幼会が実施する貸付事業に対し市
が上乗せで助成を行い、市内の認可保育所に正職員の保育士
として５年間従事した場合において貸付金を免除することで、保
育士資格を持つ保育人材の確保を図る事業である。
【目標】　助成件数　５件
【実績】　助成件数　２件

　助成件数　３件 子育て支援課

② 24
保育士に係る保育所利用者負担額
免除事業 B

　市内の認可保育所に０歳児から２歳児までの児童を入所さ
せ、当該保護者が市内の認可保育所に正職員の保育士として
勤務する場合において、入所する児童の保育料を全額免除する
ことにより、保育士の働きやすい環境を整え、保育事業所にお
ける保育人材の確保を図った。
【目標】　保育料免除件数　３件
【実績】　保育料免除件数　０件

　保育料免除件数２件 子育て支援課

③ 25
確かな学力の向上を目指す教育の
推進 B

　児童生徒の実態に応じた指導の工夫や改善を行いながら、確
かな学力の向上を図り、学校教育環境の充実を図った。
　令和４年度　全国平均以上の教科数６６.７％
　令和３年度　全国平均以上の教科数７５％

　全国学力・学習状況調査結果　前年度以上
教育政策課

③ 26 ICTを活用した情報教育の推進 A

　GIGAスクール構想に基づく端末やネットワーク整備を行うとと
もに、ＩＣＴ機器（パソコン等）・校内ＬＡＮなどの活用した教育の質
の向上と、情報活用能力の育成を図った。
保護者アンケートにおける小・中学校におけるＩＣＴ機器を活用し
た授業づくりに対する満足度　９１．３％（R3　86.9%）

　小・中学校におけるＩＣＴ機器を活用した授業づくりに対す
る満足度　前年度以上
　※保護者アンケート

教育政策課
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③ 27 総合的な学習時間 A
　小・中学校における総合的な学習時間において、自然体験学
習や職場体験学習などを実施することにより児童生徒の主体
性、資質、能力の向上を図った。
　事業実施校　７校

事前体験学習等に取り組む学校数７校 教育政策課

③ 28
特別支援教育（特別支援教育支援
員配置事業）
※基本目標⑯「障がい児施策の推進」再掲事業

A

　特別な支援が必要な児童生徒への「特別支援教育」に積極的
に取り組み、教育的配慮が必要な学校に特別支援教育支援員
を１３名配置し、学習活動や学校生活上のきめ細やかな対応・
指導を図るとともに、特別支援教育連携協議会等により特別支
援教育のより一層の充実を図った。
　保護者アンケートにおける子どもの発達の特性に応じた学び
の支援に対する満足　８５．８％（R3　78.3%）

　子どもの発達の特性に応じた学びの支援に対する満足
度　前年度以上
　※保護者アンケート

教育政策課

③ 29
スクールカウンセラー、スクールソー
シャルワーカーの配置 A

　いじめや不登校など、児童生徒の問題行動の早期発見・対応
のため、専門知識を有するスクールカウンセラー、スクールソー
シャルワーカーを配置し、家庭への訪問指導等を実施し、家庭
地域と学校の連携の支援を図った。
　保護者アンケートにおける子どもの心に寄り添う相談体制の
充実に対する満足度　７３．２％（R3　67.9%）

　子どもの心に寄り添う相談体制の充実に対する満足度
前年度以上
　　※保護者アンケート

教育政策課

③ 30 通学区域の弾力的運用 A

　いじめや不登校への対応、通学の利便性や家庭の事情など、
様々な状況に配慮した通学区域の変更についての弾力的な運
用により、学校教育環境の充実を図った。
　保護者アンケートにおける子どもの心に寄り添う相談体制の
充実に対する満足度　７３．２％（R3　67.9%）

　子どもの心に寄り添う相談体制の充実に対する満足度
前年度以上
　　※保護者アンケート

教育政策課

③ 31 コミュニティ・スクール A

　小・中学校の学校運営に関して幅広い意見を求めるとともに、
より一層地域全体で子どもたちの成長を支える学校と地域の連
携・協働体制の構築・強化に向けた取り組みを進めた。
　保護者アンケートにおけるコミュニティ・スクールの導入に対す
る満足度　７７．２％（R3　70.9%）

　コミュニティ・スクールの導入に対する満足度　前年度以
上
　　※保護者アンケート

教育政策課

③ 32 小中学校の適正規模化 B

　小中学校の適正規模化は、市内のほとんどの学校が標準的
な学校規模に満たない状況であることから、「留萌市立小中学
校の適正規模等に関する基本方針」に基づき、子どもたちの望
ましい教育環境の整備に努めた。
　保護者アンケートにおける子どもにとって望ましい教育環境の
維持に対する満足度　６６．９％（R3　72.3%）

　子どもにとって望ましい教育環境の維持に対する満足度
前年度以上
　　※保護者アンケート

教育政策課
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③ 33 奨学資金の貸付 A

　留萌市奨学基金条例に基づき、教育の機会均等等の趣旨に
沿って、能力があるにもかかわらず経済的理由によって就学困
難なものを留萌市奨学生として選考し、奨学金を貸し付けること
により、学校教育環境の整備を図った。
　令和４年度貸付　４名（R3　３名）

　貸付条件を満たしている人で、真に必要としている人に１
００％貸付を行う。

教育政策課

③ 34 教育扶助（就学援助）事業 A

　経済的理由により就学が困難であると認められる児童生徒の
保護者に対し、学用品費、修学旅行費、給食費などを援助する
ことにより、学校教育環境の整備を図った。
　保護者アンケートにおける学校生活にかかる費用の経済的な
支援に対する満足度　７７．２％（R3　81.3%）

　学校生活にかかる費用の経済的な支援に対する満足度
前年度以上
　　※保護者アンケート

教育政策課

③ 35 英語指導助手配置事業 A

　コロナ禍で保育所や幼稚園への派遣は見送ったが、本計画に
基づく中学校の英語授業及び小学校における５・６年生の英語
の教科化や、３・４年生の外国語活動を補助するため、外国語
指導助手（ＡＬＴ）２名を配置することにより、直接生きた英語を
学び、英会話能力等を高め、学校教育環境の整備を図った。

　英語指導助手を２名配置する。活用方法、効果等を検証
し、必要に応じ見直しを図りながら事業を進めていくととも
に、小・中学校の長期休業期間には、新型コロナウイルス
感染症等の状況を見ながら保育園・幼稚園への派遣を継
続する。

教育政策課

③ 36 小中学校学習補助員配置事業 A

　「小1プログレム」「中１ギャップ」への対応策として、小中学校
に学習補助員を配置するほか、学力の定着を目的として中学校
に学習補助員を増員配置し、学校生活における児童生徒の生
活支援や授業中の学習支援補助を行い、学校教育環境の充実
を図った。
　保護者アンケートにおける少人数・習熟度別学習等の取り組
みに対する満足度　７５．６％（R3　69.7%）

　少人数・習熟度別学習等の取り組みに対する満足度　前
年度以上
　　※保護者アンケート

教育政策課

④ 37
子育てガイドポケット、子育て支援
ネット「はーもにぃ」 B

　地域の子育てに関する様々な情報を掲載した子育てガイドポ
ケットや、子育て支援ネット「はーもにぃ」を市ホームページに掲
載し、情報提供の充実を図った。

　地域の子育てに関する様々な情報を掲載した子育てガ
イドポケットの内容を更新・充実し、子育て支援ネット「はー
もにぃ」を市ホームページに掲載し、情報提供の充実を図
る。

子育て支援課
（支援センター）

④ 38 家庭児童相談室
※基本目標⑭「児童虐待防止の推進」再掲事業 B

　いじめ、虐待、しつけなど、子育てのあらゆる問題に対応でき
るよう、家庭児童相談室に家庭相談員を配置し、児童相談所等
の関係機関と連携した相談体制の充実を図った。

　いじめ、虐待、しつけなど、子育てのあらゆる問題に対応でき
るよう、引続き家庭児童相談員を配置し、児童相談所等の関係
機関と連携した相談体制の充実を図る。また、主査を配置し、多
様化する家庭内の問題や相談に総合的に対応する。

子育て支援課

④ 39 教育相談電話 A
　家庭や学校生活における悩みなどに対する相談を受けるた
め、相談電話を設置し、相談体制の充実を図った。
　保護者アンケートにおける子どもの心に寄り添う相談体制の
充実に対する満足度　７３．２％（R3　67.9%）

　子どもの心に寄り添う相談体制の充実に対する満足度
前年度以上
　　※保護者アンケート

教育政策課

④ 40
母子健康相談
※基本目標⑤「母子保健・医療体制の充実」再掲
事業

A

　母子及び妊婦に対して、保健福祉センターを活用し、家庭にお
ける健康管理、発育や発達段階にあわせた栄養指導など、育児
に関しての適切な助言・指導により相談体制の充実を図った。
【目標】　事業実施回数　１２回
【実績】　事業実施回数　１２回

　事業実施回数　１２回 保健医療課
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⑤ 41

母子健康手帳の交付と保健指導
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事
業
※基本目標⑩「次代の親の育成」再掲事業

A

　母と子の健康を守るために「母子健康手帳」を交付し、保健指
導を行うとともに、父親には「父子健康手帳」を配布して、父親の
育児参加を推進した。
【実績】　母子健康手帳配布冊数　９８冊（目標９０冊）
　　　　　 父子健康手帳配布冊数　９８冊（目標９０冊）

　母子健康手帳配布冊数　７０冊
　父子健康手帳配布冊数　７０冊

保健医療課

⑤ 42 妊産婦・新生児・乳幼児訪問事業 A
　個別に支援が必要な人を対象に、家庭訪問を実施し、健康を
維持しながら安心して妊娠、出産、育児ができるよう支援した。
【目標】　年間延訪問件数　３３０件
【実績】　年間延訪問件数　２４７件

　年間延訪問件数　２００件 保健医療課

⑤ 43 予防接種 A
　予防接種法に基づき、伝染の恐れのある疾病の発生や蔓延
を防止するため、予防接種を行い、母子保健の充実を図った。
【目標】　予防接種受診勧奨率　１００％
【実績】　予防接種受診勧奨率　１００％

  予防接種受診勧奨率　１００％ 保健医療課

⑤ 44 乳幼児健康診査 A
　生後４カ月、９カ月の乳児及び１歳６カ月と３歳の幼児を対象
に、健康診査を行い、母子保健の充実を図った。
【目標】　乳幼児健診受診率　100％
【実績】　乳幼児健診受診率　98.9％

　乳幼児健診受診率　100％ 保健医療課

⑤ 45
フッ化物塗布・洗口事業及び歯科検
診 B

　１歳６カ月以降の幼児を対象に、フッ化物塗布事業を、１歳６カ
月児及び３歳児健康診査において、歯科検診を実施し、母子保
健の充実を図るとともに、幼稚園・保育所・小中学校では、フッ
化物洗口を行い、う歯予防を図った。
　フッ化物塗布事業実施回数　１２回（目標12回）
　フッ化物洗口事業延日数　４７５日（新型コロナウイルス感染
症の影響で、保育園における事業は中止（目標1，021回））
　小学校及び中学校における
　フッ化物洗口　事業実施回数　２０回（目標22回）

　フッ化物塗布事業事業実施回数　１２回
　幼稚園及び保育園における
　フッ化物洗口事業延日数　８９０日
　小学校及び中学校における
　事業実施回数　２２回

保健医療課
教育政策課

⑤ 46 新生児聴覚検査費助成事業 A
　新生児聴覚検査の費用を助成することにより、聴覚障害の早
期発見と適切な療育へと導く受診環境の支援を図った。
【目標】助成件数　７０件
【実績】助成件数　６１件

　助成件数　９０件 保健医療課

⑤ 47 特定不妊治療費助成事業 A

　少子化対策の一つとして、体外受精及び顕微授精を受けてい
る北海道特定不妊治療費助成の認定者に対し、その一部を助
成することにより経済的負担の軽減を図った。ただし、令和４年
４月１日から保険適用となったことから、令和４年３月３１日以前
から治療開始となった方への助成にとどまった。
　助成件数　１件

　現在、北海道において先進的な不妊治療（保険適用外）
に係る助成を検討しており、確定次第、留萌市としても対
応する。

保健医療課
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⑤ 48 母子保健推進員 A

　留萌市母子保健推進員設置規則に基づき、母性並びに乳児・
幼児の健康の保持・増進に寄与する、母子保健推進員の協力
により、母子保健の充実を図った。
【目標】　母子保健推進員人数　２４名
【実績】　母子保健推進員人数　２４名

母子保健推進員人数　２４名 保健医療課

⑤ 49 小児・産婦人科医療体制の充実 A
　妊婦や乳幼児・児童が地域で安心して医療を受けられるよう
に医療体制の充実を図った。
　また、道補助を活用し、小児救急医療を支援した。

 小児・産婦人科医療体制の維持
保健医療課
市立病院

⑥ 50 離乳食教室・おやつ教室 A
　乳幼児をもつ親を対象に、乳幼児期の離乳食や食習慣を身に
つけるための教室を開催し、食の普及を図った。
【目標】　事業実施回数　４回
【実績】　事業実施回数　４回

　事業実施回数　４回 保健医療課

⑥ 51 親子料理教室 A

　小学生の親子を対象に、「食生活改善推進員協議会」との共
催により、食に関する講話や調理実習などを行い、食育の推進
を図った。
【目標】　事業実施回数　１回
【実績】　事業実施回数　１回

　事業実施回数　１回 保健医療課

⑥ 52 栄養教諭による食育指導の実施 B
　成長過程にある児童生徒に対し、教育活動の一環として、「食
育」についての実践的な指導を行い、食育の推進を図った。
【目標】食育指導回数　３０回
【実績】食育指導回数　１０回

　食育指導回数　　３０回（小学校各クラス１回） 給食センター

⑥ 53 学校給食地元食材活用事業 A

　学校給食に季節ごとの地元食材（るもい産米「ななつぼし」、か
ずの子、ルルロッソなど）を使うことにより、児童生徒が地域の産
業等に関心をもってもらい、地産地消や安心食材への理解を深
める学びの機会を提供した。
【目標】　食材使用回数　３回
【実績】　食材使用回数　３回

　食材使用回数　３回 給食センター

⑥ 54 かずの子給食事業 A

　留萌の伝統的な食文化であるかずの子に慣れ親しんでもらえ
るよう、かずの子給食を実施した。
 事業実施回数　　２回（目標 ２回）
 新型コロナウイルス感染症の影響で、外部講師を招いた授業
の開催は難しい状況があったが、可能な範囲で、かずの子への
理解を深めるために、かずの子を活用した授業を実施した。
　事業実施回数　1回（目標 １回）

　かずの子給食　事業実施回数　２回

　かずの子を活用した授業　事業実施回数　１回

教育政策課
給食センター

⑥ 55 子どもの食農教育推進事業 B
　新型コロナウイルス感染症の影響で、留萌市食農教育推進協
議会が実施する田植えや稲刈り体験等は中止となったが、学校
の状況に応じて農業者との交流を図る取り組みを実施した。

　体験学習実施校　１校 教育政策課
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⑥ 56 食育推進事業 A

　　「第3次留萌市食育推進計画」に基づき、農業や水産を身近
に感じ、地元食材への興味・関心や食の大切さを親子で学ぶこ
とを目的とした体験事業（寺子屋るもいっ子事業）を実施し、食
育推進・愛郷心の育成につなげた。
【目標】事業実施回数　　３回
【実績】事業実施回数　　３回

　事業実施回数　　3回 農林水産課

⑦ 57 公園施設長寿命化事業 A

　「留萌市公園施設長寿命化計画」に基づき、街区公園な
どの遊具改修を行なった。

＜見晴公園＞２人用ブランコ×１、すべり台×１、
　　　　　　　　　テーブルベンチ×３、ベンチ×５
＜錦町公園＞４人用ブランコ×１、太鼓はしご×１

　「留萌市公園施設長寿命化計画」に基づき、街区公園な
どの遊具改修を行ない、公園施設に起因する公園利用者
被害を防止し、安心安全な公園を確保する。
＜潮静公園＞４人用ブランコ×１、すべり台×１、
　　　　　　　　　スプリング遊具×２
＜夕陽ヶ丘公園＞すべり台×１

都市整備課

⑦ 58 屋内交流・遊戯施設 A

　　「留萌市道の駅基本計画」に基づき、子どもの遊び場づくりや
子育て世帯を支援する環境づくりを進め、全天候型の遊具ス
ペースを備え、親子での滞在がより豊かになるよう、子どもたち
の活動が見えやすいカフェ機能なども併設した屋内交流・遊戯
施設の整備を行い、令和４年４月から供用を開始した。
　【実績】　屋内交流・遊戯施設入込数　１６２，９８２人
　　　　　　 遊戯広場入込数　　　　　　　　 ２５，４０７人

　交通結節点に位置する道の駅の立地を活かし、留萌地域の
ゲートウェイとして、特産品の販売や地元食材を活用した商品の
提供など、利用者の快適性の向上や観光を始めとした地域情
報の発信、さらには親子や地域住民などが継続して利用したく
なるような、くつろぎの空間を提供する。
　【目標】  屋内交流・遊戯施設入込数　１８０，０００人
　　　　　   遊戯広場入込数　　　　　　　　 ２７，０００人

経済港湾課

⑦ 59 スクールガードリーダー配置事業 A

　子どもたちが安全で安心して教育を受けられるよう、学校や通
学路における子どもの安全確保を図るため、警察官ＯＢをス
クールガードリーダーとして配置して、各学校を定期的に巡回し
警備のポイントや危険個所、改善すべき点などの指導と評価を
行った。
　　保護者アンケートにおける登下校中の子どもの安全対策に
対する満足度　８５．０％（R3　81.7%）

　登下校中の子どもの安全対策に対する満足度　前年度
以上
　　※保護者アンケート

教育政策課

⑦ 60 スクールバス運行事業 A
　統合となった小中学校の通学区域に居住する児童生徒の通
学の安全を確保し、安心して学校生活を送ることができるよう、
スクールバスを運行した。
　対象児童生徒数　２６人（R3　29人）

　対象児童生徒数　２３人 教育政策課

⑦ 61 交通安全教室 A

　未就学児・児童を対象に、幼稚園、保育所、小学校等におい
て、交通安全教育指導員などによる交通安全教室を開催し、交
通安全意識の向上を図った。
　【目標】交通安全教室実施数　２１回
　【実績】交通安全教室実施数　１８回

　市民の交通安全意識・マナーの向上や関係団体と連携
した交通安全教室・街頭啓発について積極的な取組みを
進めながら、交通事故死者ゼロ、交通事故発生件数の減
少(１０件以下)を目指す。
実施回数２１回

危機対策室

⑨ 62 児童センター事業 B
　地域に密着した、子どもが安心して遊ぶことができる居場所と
して、児童センターを開設し、子どもの健全育成を図った。
【目標】 児童センター年間延べ利用回数　４１，０５５回
【実績】 児童センター年間延べ利用回数　３７，２００回

 小・中学生の児童センター年間延べ利用回数　３６，２９５
回

子育て支援課
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⑨ 63 児童手当支給事業 A
　児童を養育している保護者等に手当を支給し、次代の社会を
担う子どもの健全育成を図った。
【計画】　児童手当支給延人数　１４，６６２人
【実績】　児童手当支給延人数　１３．８９１人

　児童手当支給延人数　　１４，００２人 子育て支援課

⑨ 64 青少年育成センター事業
※基本目標⑫「有害環境対策の推進」再掲事業 A

　青少年の非行防止対策として、青少年育成センターを設置し、
指導員等による市内定期巡回や祭典時の巡回などにより、子ど
もの健全育成を図った。
【目標】　補導件数　０件
【実績】　補導件数　０件

　補導件数　０件 子育て支援課

⑨ 65 青少年健全育成事業
※基本目標⑫「有害環境対策の推進」再掲事業 A

　青少年健全育成団体と連携し、異年齢児との交流や街頭啓発
活動などの事業を実施し、「青少年は地域から育む」という視点
に立ち、地域ぐるみで子どもたちの健全育成を図った。
【目標】　青少年健全事業の延参加者数　　８２０人
【実績】　青少年健全事業の延参加者数　　６２９人

　青少年健全事業の延参加者数　　８２０人 子育て支援課

⑨ 66
こどもの日（児童福祉週間）記念事
業 B

　５月５日のこどもの日・かずの子の日に、幼児・児童を対象とし
たイベントを開催し、子どもの健全育成を図るとともに、児童福
祉週間にあわせて「ぼくの笑顔・わたしの笑顔展」を実施した。
【目標】わいわい賑わい子ども広場開催回数　　1回
【実績】わいわい賑わい子ども広場開催回数　　1回

ぼくの笑顔・わたしの笑顔展　　　1回 子育て支援課

⑨ 67
青少年活動や対象事業の
公共施設利用料の減免 A

　スポーツセンターなどで、市内の団体が高校生以下の青少年
を対象として活動を行う場合の利用料を減免し、子どもの健全
育成を推進した。
　減免延件数 1,400件（目標数値　960件）

　減免延件数　　　　1,400件
　※R4とほぼ同数を見込む

生涯学習課

⑨ 68 るもいチャレンジジュニアクラブ
（独自事業のため、評価対象外とする） A

　たくましい体と健全な精神を養うことや異世代の交流を図るこ
とを目的に、小学生を対象に運動教室を開催し、子どもの健全
育成を図った。
　事業実施回数　14回
　目標数値　　　　 2回

　事業実施回数　　　　　14回 生涯学習課

⑨ 69
各種スポーツ大会の開催
（事業実績のうち、独自事業（大遠足）は、
評価対象外とする）

B
　健康増進のため、マラソン大会や大遠足などのスポーツ活動
を通じて子どもの心身の健全育成を図った。
　事業実施回数　1回
　目標数値　　　　3回

　事業実施予定回数　 　3回 生涯学習課

⑨ 70 子どもたちの芸術鑑賞事業 A
　次代を担う子どもたちの豊かな感性や個性を育むために、優
れた舞台芸術の鑑賞の機会を提供し、子どもの健全育成を図っ
た。
　事業実施回数　１回（目標数値　1回）

　事業実施予定回数　 　2回 生涯学習課

⑨ 71 子どもたちの伝統文化体験事業 A
　古くから伝わる伝統文化を体験し、豊かな心を醸成するため、
茶道、華道、筝曲、和太鼓、俳句、詩吟、和食の各教室を開催
し、子どもの健全育成を図った。
　事業実施回数　26回（目標数値　30回）

　事業実施予定回数　　30回 生涯学習課
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⑨ 72 出前講座「留萌ふるさと学習」 A
　郷土資料に実際に触れることで、郷土の歴史を正しく理解して
もらい、ふるさとへの愛着心を育むため、学芸員が出前講座を
行い、子どもの健全育成を図った。
　事業実施回数　4回（目標数値　4回）

　事業実施予定回数　　　4回
　※ふるさと館2回、学校2回を見込む

生涯学習課

⑨ 73 子どもの体力アップ推進事業 B

　コオーディネーショントレーニング（ＣＯＴ）を通じて、子どもが発
達段階に応じて身に着けておくことが望ましい動きや身体を操
作する能力を習得し、心身ともに健康で健全な子どもたちの成
長を図った。
　事業実施回数　87回（目標数値　108回）

　事業実施予定回数　 108回 生涯学習課

⑨ 74

民生委員、児童委員及び
主任児童委員
※基本目標⑬「子どもの権利・安全の確保」再掲
事業

A
　地域の身近な相談相手として、子どもの健全育成や保護を必
要とする子どもの地域での見守りなどを行い、子どもの健全育
成を図った。

　民生委員・児童委員、主任児童委員により、子どもたち
の見守りや健全育成に関する支援を行う。

社会福祉課

⑨ 75 「まちなか賑わい広場」活用事業 B

　展示会やサークル活動、小規模な催事など個人から団体まで
気軽に利用できるスペースを提供し、まちなかの賑わいと幅広
い世代の交流の場を創出した。
　【目標】　延利用者数　　２０，１００人
　【実績】　延利用者数　　１８，４２６人

　まちなか賑わい広場の利用周知を行い、これまで利用し
たことがない方にも利用していただくことで、まちなかの賑
わい創出を図る。
　【目標】　延利用者数　　２０，０００人

経済港湾課

⑨ 76 いきいき水産学習開催事業

　市内小中学生を対象に、海や水産業に関する体験学習を開
催し、海や水産業に対する理解と関心・興味を醸成させることに
より、将来の漁業後継者の確保を図るもの。
　事業実施回数　0回（要望なし）

　事業実施回数　　0回（要望なし） 農林水産課

⑩ 77 思春期保健対策事業

　高校生を対象として、妊娠・出産・育児に関する講話や母子と
の保育体験交流（ふれあい体験）を実施し、教育・医療・保健・
福祉等が連携し、思春期の健康づくりに取り組み、次代の親の
育成を図る予定だったが、新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため中止となった。

コロナ禍で事業は中止となったが、別の形で高校単独で実
施されていることから、今後の事業継続の必要性を再考
し、一旦休止とする。

保健医療課

⑪ 78 ＰＴＡ研究大会

　子どもを取り巻く教育の諸問題について研鑽を深め、ＰＴＡ活
動の活性化に資するため、ＰＴＡ連合会と協力して進め、家庭や
地域の教育力の向上を図るもの。
　開催回数　0回（目標数値　1回）

　事業実施予定回数　　　1回 生涯学習課

⑪ 79 読書感想文コンクール
（評価B→Aへ修正） A

　読書の感動を文章表現することを通して、豊かな人間性や考
える力を育み、自分の考えを表現する力を養うことを目的に、読
書感想文を学年別に募集し､優秀作品を表彰することにより、家
庭や地域の教育力の向上を図った。
　事業参加人数　367人
　目標数値　　　　730人

　事業参加人数　　　370人
　※R4とほぼ同数を見込む

生涯学習課
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⑪ 80 ブックスタート事業 A
　毎月１回、生後９カ月の乳児を対象にした健康診査時に、ブッ
クスタートパック（絵本等）を配布し、家庭や地域の教育力の向
上を図った。
　配布人数　 90人（目標数値　100人）

　配布人数　　90人
　※R4とほぼ同数を見込む

生涯学習課
（図書館）

⑪ 81 おはなしの会の開催 A
　年齢別に「おはなし会」を開催し、読書の大切さと親子のふれ
あいの場を設け、家庭や地域の教育力の向上を図った。
　実施回数　33回

　実施回数　　　33回
　※R3とほぼ同数を見込む

生涯学習課
（図書館）

⑪ 82 寺子屋・るもいっこ事業 A

　地域や各団体と連携しながら、「るもいの宝」である子どもたち
がふるさとを愛し、勉強や遊び、体験などを通じて自ら考え行動
し、将来の夢を育むことができるよう、地域や各団体と連携しな
がら「地域の学び舎」を開設した。
　実施回数　　学習サポート47回、体験事業10回
　目標数値　　学習サポート40回、体験事業12回

　実施回数　　学習サポート　50回、体験事業15回 生涯学習課

⑫ 83 立ち入り調査の実施 B

　青少年へ悪影響を及ぼす可能性のある有害環境に対して、道
や警察などと連携し、必要な立ち入り検査を実施するなど有害
環境対策の推進を図った。
【目標】　立ち入り調査回数１５０回
【実績】　立ち入り調査回数　７７回

　立ち入り調査回数１５０回 子育て支援課

⑫ 84 安全で住みよいまちづくり B

　市と市民が協力して犯罪、事故などを防止し、明るく安全で住
みよいまちづくりの実現を図るため、安全意識の高揚と生活安
全の施策を推進した。
　【目標】刑法犯発生件数　４３件以下
　【実績】刑法犯発生件数　６５件

　市と市民が協力し、犯罪や事故などを防止し、明るく安全
で住みよいまちづくりの実現を図るとともに、刑法犯発生
件数の減少(４２件以下)や、安全意識の高揚と生活安全
の施策推進を目指す。

危機対策室

⑬ 85 児童の権利に関する条約の啓発 B

　「児童の権利に関する条約」の趣旨・内容の普及・啓発を図る
ため、パンフレットや冊子の配布や人権擁護教室等を開催し、
子どもの権利の確保を図るもの
【目標】事業啓発回数　２回
【実績】事業啓発回数　１回

　事業啓発回数　　２回 子育て支援課

⑬ 86 旗の波運動 A

　ドライバーに対する交通事故防止、交通安全意識の向上を図
り、子どもの安全を確保する為、交通安全運動期間中に、旗の
波運動と市内保育園３園による街頭啓発を実施した。
　【目標】市内保育園による旗の波運動実施回数　３回
　【実績】市内保育園による旗の波運動実施回数　３回

　ドライバーに対する交通事故防止、交通安全意識の向
上を図り、子どもの安全を確保する為、交通安全運動期間
中に、旗の波運動と市内幼稚園・保育園による街頭啓発
（３園以上）を行う。

危機対策室

⑭ 87 要保護児童対策地域協議会
（地域子ども・子育て支援事業） B

　要保護児童の適切な支援を図るため、留萌市要保護児童対
策地域協議会において、個別ケース会議等を開催するなど、関
係機関と連携、情報を共有しながら、児童虐待防止の推進を
図った。
　【実績】開催回数　６回

　引続き要保護児童の適切な支援を図るため、留萌市要保護児
童対策地域協議会において、個別ケース検討会議等を開催す
るなど、関係機関と連携、情報共有しながら、児童虐待防止の
推進を図る。また、留萌市虐待対応マニュアルの更新を進め、
関係機関が共通認識を持って対応、虐待予防できることを目指
す。

子育て支援課
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⑭ 88
児童虐待予防ケアマネージメント
システム事業 A

　乳児健康診査などを活用して、保健所等と連携し、育児困難
や虐待の可能性があるなど、支援が必要な家庭の早期発見及
び適切な支援体制の構築を図り、児童虐待の発生防止を図っ
た。
【目標】　事業実施回数　１２回
【実績】　事業実施回数　１１回

　事業実施回数　６回 保健医療課

⑮ 89 母子・父子自立支援員 B

　母子・父子自立支援員を配置し、相談内容に応じて必要な
様々な情報提供や指導・助言を行い、ひとり親家庭等への自立
支援を推進した。
【目標】　児童扶養手当受給者の就労割合　　８６％
【実績】　児童扶養手当受給者の就労割合　　９０％

　児童扶養手当受給者の就労割合　　８６％ 子育て支援課

⑮ 90 児童扶養手当支給事業 A

　父母の離婚などで、父又は母と生計を同じくしていない児童が
育成される家庭の生活の安定と自立促進及び児童福祉の増進
を目的に児童の養育者に手当を支給し、ひとり親家庭等の自立
支援を推進した。
【目標】　児童扶養手当受給者の就労割合　　８６％
【実績】　児童扶養手当受給者の就労割合　　９０％

　児童扶養手当受給者の就労割合　　８６％ 子育て支援課

⑮ 91 ひとり親家庭等医療給付事業 A

　保護者及び児童の健康保持のため、北海道医療給付事業補
助要綱に基づき、ひとり親に対し、医療費の助成を行い、ひとり
親家庭等への自立支援を促進した。
【目標】ひとり親家庭等一人当たりの助成件数　　５．０件以上
【実績】年間延助成件数　２，４０２件　助成対象者数　４８２人
　       ひとり親家庭等一人当たりの助成件数　４．９件

　ひとり親家庭等一人当たりの助成件数　　５．０件以上 市民課

⑯ 92 子ども発達支援センター A

　心身に障がいや発達に遅れのある幼児及びその保護者が地
域で安心して暮らすことができるよう、幼児期からの適切な療
育、保護者支援等を行うことを目的に、令和２年２月からは、子
ども発達支援センターとして、５事業を実施した。
【目標】　通園利用見込み児童数　　　 　１２０人
【実績】　在籍児童数（３月３１日現在）　１３２人

　通所利用見込み児童数　120　人
　関係機関との連携・協力体制を深め、対象児童の個々
の特性に応じた療育の充実を図る。

子ども発達
支援センター

⑯ 93 ことばの教室（幼児・小学生） A

　言葉の発達の遅れや構音障がいがある幼児・小学生の言葉
の発達のために、留萌小学校及び東光小学校に「ことばの教
室」を設置し、障がい児施策の推進を図った。
　保護者アンケートにおける子どもの発達の特性に応じた学び
の支援に対する満足　８５．８％（R3　78.3%）

　子どもの発達の特性に応じた学びの支援に対する満足
度　前年度以上
　※保護者アンケート

子育て支援課
教育政策課

⑯ 94 障がい児養育支援事業 A
　児童センターにおいて、障がい児受入のため、必要な指導員
を配置し、障がい児施策の推進を図った。
【目標】障がい児養育支援員配置人数　　５人
【実績】障がい児養育支援員配置人数　　５人

　障がい児養育支援員配置人数　　５人 子育て支援課
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評
価

事業実績 事業成果目標

令和５年度
所管課

基
本
目
標

番
 

号
具体的事業名

令和４年度

⑯ 95 難聴児補聴器購入等助成事業 B

　身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中度の難聴児を
対象に補聴器の購入費等を助成し、障がい児施策の推進を
図った。
　【目標】助成人数　　２人
　【実績】助成人数　　０人（申請なし）

　助成人数　１　人 社会福祉課

⑯ 96 重度心身障害者医療給付事業 A

　心身障がい者世帯の健康増進及び経済的な負担軽減を図る
ため、北海道医療給付事業補助要綱に基づき、重度心身障が
い者に対し、医療費の助成を行い、障がい児施策の推進を図っ
た。
【目標】　重度心身障害者一人当たりの助成件数　　１８．０件以
上
【実績】年間延助成件数　８，６１６件　助成対象者数　４９２人
　       重度心身障害者一人当たりの助成件数　１７.５件

　重度心身障害者一人当たりの助成件数　　１８．０件以
上

市民課

⑯ 97 特別児童扶養手当支給事業 A
　重度の障がいの状態にあり、日常生活において常時介護を必
要とする２０歳未満の障がい児を監護等する父母又は養育者を
対象に手当を支給し、障がい児施策の推進を図った。
　延支給件数　５７　人（令和４年度　延４６人）

　制度に基づき特別児童扶養手当を適正に支給する。 社会福祉課

⑯ 98
小児慢性特定疾患児日常生活用具
給付事業 B

　小児慢性特定疾患児に対し、特殊寝台等の日常生活用具を
給付することにより、障がい児施策の推進を図った。
　【目標】給付人数　　２人
　【実績】給付人数　　０人（申請なし）

　助成人数　１　人 社会福祉課

⑰ 99 子どもの学習支援事業 B
　生活困窮世帯に属する子どもに対して学習支援などを行い、
子どもの健全育成と学力の向上を図った。
　【目標】学習支援児童数　　２人
　【実績】学習支援児童数　　０人（対象者なし）

　生活困窮者世帯の子どもへの学習支援（週１回/人の個
別指導）を行い、子どもの健全育成と学力の向上を図る。
　学習支援児童数　１　人

社会福祉課

⑰ 100 青少年問題協議会 A

　青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策の適
切な実施のために、関係機関の必要な連絡調整を図るととも
に、情報通信機器の普及によるインターネットトラブルや少年非
行等の概況、各機関における取組状況についても情報共有を
行った。
　協議会開催回数　１回

　引続き青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総
合的施策の適切な実施のために、関係機関の必要な連絡
調整を図るとともに、情報通信機器の普及によるインター
ネットトラブルや子どもの貧困などの課題についても情報
共有を進める。

子育て支援課

そ
の
他

101 子育て短期支援事業
（地域子ども・子育て支援事業） C

　保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けること
が一時的に困難となった児童について、児童養護施設等に入所
させ、必要な保護を行う。
　なお、対象となる施設が設置されていないため、里親制度の
活用の可能性など、調査・研究をしていく。

　未実施事業のため、実施方策の調査・研究を行う。 子育て支援課
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そ
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他

102
実費徴収に係る補足給付を行う事
業
（地域子ども・子育て支援事業）

C

　保護者の世帯所得を勘案して、特定教育・保育施設等に対し
て保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必
要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する費用
等を助成するもの。
　国が示す対象範囲と上限額に基づき、低所得者に対しての公
費による負担軽減について調査・研究をしていく。

　未実施事業のため、実施方策の調査・研究を行う。 子育て支援課

そ
の
他

103
多様な主体が本制度に参入するこ
とを促進するための事業
（地域子ども・子育て支援事業）

C

　特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関す
る調査研究やその他の多様な事業者の能力を活用した特定教
育・保育施設等の設置又は運営を促進する。
　なお、令和元年１２月から、ＮＰＯ法人の設置・運営による小規
模保育事業所を実施している。

　未実施事業のため、実施方策の調査・研究を行う。 子育て支援課

※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」の具体的事業はすべて再掲事業で構成されております。
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年齢区分 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

配置基準 ３：１ ２０：１

入所児童 8人 16人 20人 20人 22人 27人 113人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

保育士 2人 2人 3人 2人 1人 2人 12人

保育員 1人 0人 1人 0人 0人 0人 2人

入所児童 6人 14人 18人 33人 26人 30人 127人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

保育士 2人 2人 2人 2人 2人 2人 12人

保育員 1人 1人 1人 0人 0人 0人 3人

入所児童 14人 30人 38人 53人 48人 57人 240人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

園長（保育士）① 2人

保育士 ② 4人 4人 5人 4人 3人 4人 24人

有資格者数（①+②） 26人

保育員 5人 4人 6人 4人 3人 4人 5人

年齢区分 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

配置基準 ３：１ ２０：１

入所児童 4人 14人 8人 26人

待機児童 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人

保育士（園長含む） 11人

■待機児童数

年齢区分 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計

認定児童 18人 44人 46人 53人 48人 57人 266人

入所児童 18人 44人 46人 53人 48人 57人 266人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

小計
【260人】

■小規模保育事業所

全施設

小計
３０：１

すまい留
【19人】

11人

６：１

施設名
【利用定員】

〔報告事項〕

令和５年７月７日現在

沖見保育園
【１２0人】

３０：１

みどり保育園
【１４0人】

施設名
【利用定員】 ６：１

■保育所（広域入所は除く）

令和５年度　保育所待機児童の状況

小計

資料２



 

 

   資料３ 

〔報告事項〕  

中学生・高校生の生活実態に関するアンケート調査について  

 

１ 経過等 

令和２年度に厚生労働省が実施したヤングケアラーの実態調査（公立中学２年
生、全日制高校２年生）によると、世話をしている家族が「いる」との回答は中
学２年生で５.７％、全日制高校２年生で４.１％であり、平日１日あたりに世話
に費やす時間は中学２年生で平均４.０時間、全日制高校２年生で平均３.８時間
となっていることが判明。 

その後、北海道においても実態調査を実施し、ヤングケアラーに対する認知度
は高まっている。 
市においても、下記のとおり「中学生・高校生の生活実態に関するアンケート

調査」を実施することで、市内におけるヤングケアラーの実態把握に努めるとと
もに、今後の必要な支援についても検討を行う。 

 

２ アンケート調査について 

（１）調査の趣旨 

子どもの生活実態、支援ニーズ等を把握し、今後のより効果的な支援のあり

方を検討するため、子どもの状況を調査する。 

主な調査項目として、学校や家庭での生活の状況、家事や家族のお世話をし

ているかどうか、そのことで悩みや困りごとがあるかなどを設問（詳細別紙の

とおり）。 

（２）実施期間 

令和５年７月３日（月）～７月２０日（木） 

（３）調査対象の生徒 

 ・留萌中学校 （１～３年生、２４１名） 

・港南中学校 （１～３年生、１３１名） 

・留萌高等学校（１～３年生、４４８名） 

※生徒数はいずれも令和５年４月１日現在 

（４）実施方法 

中学校については、アンケート時間をとってもらい各自の情報端末機器を使

い、インターネットによる回答を行う。 

留萌高校については、別紙「生活実態アンケート調査のお願い」を生徒に配

布していただき、各自でインターネットによる回答を行う。 

（５）調査結果について 

  実態調査結果については、令和５年９月末を目途に報告書を作成予定。 
   内容について、各学校に情報提供するとともに、報告書を基とした意見交換を
実施予定。 

  また、第２回子ども・子育て会議においても報告を行う。 



   資料 ４ 

〔情報提供事項〕  

屋内交流・遊戯施設「ちゃいるも」の運営状況について 
 

１ 道の駅るもい入込数の推移        

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

管 理 棟 101,377 人 290,232 人 299,890 人 332,854 人 

屋内交流・遊戯施設 － － － 162,982 人 

 うち遊戯広場 － － － 25,407 人 

道の駅るもい 

（管理棟＋遊戯広場） 
101,377 人 290,232 人 299,890 人 358,261 人 

前 年 比 

（上段：人、下段：％） 
－ 

＋188,855 人 

286.3％ 

＋9,658 人 

103.3％ 

＋58,371 人 

119.5％ 

  ※R2.7.11 道の駅オープン、R4.4.28 屋内交流・遊戯施設オープン 

 

２ 遊戯広場月別利用者数                   （単位：人） 

  ※R5.3.31現在会員登録数：８９３人（市内：４０９人、市外：４８４人） 

月 
大人 子ども 

合計 
減免 

5 月 5 日 市内 市外 計 市内 市外 計 

4 84 94 178 118 94 212 390 0 

5 621 841 1,462 752 844 1,596 3,058 343 

6 365 789 1,154 459 746 1,205 2,359 121 

7 331 1,204 1,535 382 1,205 1,587 3,122 100 

8 263 1,406 1,669 356 1,383 1,739 3,408 44 

9 237 903 1,140 295 845 1,140 2,280 70 

10 311 760 1,071 400 716 1,116 2,187 78 

11 233 503 736 277 453 730 1,466 91 

12 203 229 432 270 222 492 924 51 

1 268 223 491 316 211 527 1,018 47 

2 382 276 658 425 244 669 1,327 22 

3 494 861 1,355 601 829 1,430 2,785 116 

合計 3,792 8,089 11,881 4,651 7,792 12,443 24,324 25,407 



 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

３ 子どもの年齢別集計(年間) 

年齢 人  数 割  合 年齢 人  数 割  合 

０歳 468 人 3.8 ％ ８歳 814 人 6.5 ％ 

１歳 1,311 人 10.5 ％ ９歳 610 人 4.9 ％ 

２歳 1,629 人 13.1 ％ １０歳 322 人 2.6 ％ 

３歳 1,642 人 13.2 ％ １１歳 225 人 1.8 ％ 

４歳 1,605 人 12.9 ％ １２歳 103 人 0.8 ％ 

５歳 1,521 人 12.2 ％ 未回答 13 人 0.1 ％ 

６歳 1,140 人 9.2 ％ 
合 計 12,443 人 100.0 ％ 

７歳 1,040 人 8.4 ％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 居住地（市内・市外）別年間利用者合計 

  

 

 

市 内 市 外 合 計 

8,443 人 15,881 人 24,324 人 

212 

1,596 

1,205 

1,587 
1,739 

1,140 1,116 

730 

492 527 
669 

1,430 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

4月 5月 6月 7月 8月 9月 1 0月 1 1月 1 2月 1月 2月 3月

人数 図１ 子どもの利用人数推移
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５ 居住地（市町村）別 年間利用者数集計上位１０自治体 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 減免による団体利用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 道の駅るもい内での直接経済効果 

 令和３年度 令和４年度 

売 上 額 63,275,254 円 99,492,675 円 

前 年 比 

（上段：人、下段：％） 
－ 

＋36,217,421 円 

157.2％ 

  ※ふなば café、自動販売機（おむつ、ナニコレ自販機含む） 

市 町 村 利用人数 

留 萌 市 8,453 人 

旭 川 市 3,996 人 

札 幌 市 3,624 人 

滝 川 市 613 人 

深 川 市 596 人 

小 平 町 570 人 

羽 幌 町 543 人 

増 毛 町 513 人 

苫 前 町 397 人 

稚 内 市 379 人 

利用団体 利用回数 延べ利用者数 

子育て支援センター 14 回 336 人 

小規模保育すまい留 5 回 89 人 

子ども発達支援センター 4 回 63 人 

かもめ幼稚園 2 回 80 人 

留萌聖園幼稚園 2 回 60 人 

留萌保育園 1 回 21 人 

港北小学校 2 回 14 人 

緑丘小学校 1 回 31 人 

住之江児童センター 2 回 47 人 

合  計 33 回 741 人 

※参考① 留萌管内利用者（７町村）合計 

    ２，２１８人 

※参考② 利用者道内市町村数 

    １１２／１７９市町村 



   資料５ 
                              

 
留萌市子ども・子育て会議運営要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、留萌市子ども・子育て会議の会議（以下「会議」という。）の

運営に関して必要な事項を定める。 

（会議の周知） 

第２条 会長は、会議を招集しようとするときは、あらかじめ、日時、場所及び議題

を委員に通知するものとする。 

（代理人の出席等） 

第３条 会長は、委員が会議に出席できない場合であって、当該委員からあらかじめ

申し出があったときは、代理人の出席を認めることができる。 

２ 代理人は、会議に出席し、発言することができる。 

３ 代理出席した者には、報酬を支給しないものとする。 

 （会議の公開等） 

第４条 会議は公開とする。ただし、会長は、公開することにより公平かつ中立的な

審議に著しい支障を及ぼす恐れがあると認めるときその他正当な理由があると認

めるときは、会議を非公開とすることができる。 

２ 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずる等、必要な措置

を行うことができる。 

（議事録） 

第５条 会長は、次に掲げる事項を記載した議事録を作成するものとする。 

 ⑴ 会議の開催日時及び場所 

⑵ 出席した委員の氏名（代理人が出席した場合は、その旨を含む。） 

⑶ 議事の経過及び概要 

⑷ その他必要な事項 

２ 前項の議事録には、会長が指名した２名の委員が署名するものとする。 

３ 議事録及び配布資料は公開とする。ただし、会長は、公開することにより公平か

つ中立的な審議に著しい支障を及ぼす恐れがあると認めるときその他正当な理由

があると認めるときは、議事禄及び配布資料の全部又は一部を非公開とすることが

できる。 

（専門部会） 

第６条 第２条から第５項までの規定は、専門部会の運営について準用する。この場

合において、「会議」とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部会長」と読み

替えるものとする。 

 

附 則 

 この要領は、平成２５年１１月１日から施行する。 



   資料６ 

 

留萌市子ども・子育て会議委員 （任期：Ｒ３.１１.１～Ｒ５.１０.３１） 

 

※順不同、敬称略  

番号 団　　体　　名　　等 役　職 氏　　　名

1 学識経験者 戸
と

　水
みず

　正
しょう

　三
ぞう

2 留萌市小中学校校長会 潮静小学校長 野
の

　口
くち

　修
しゅう

　一
いち

3 留萌市民生児童委員連絡協議会 会　長 上
うえ

　田
だ

　義
よし

　則
のり

4
社会福祉法人
留萌市社会福祉協議会

事務局長 石
いし

　井
い

　美
み

　雪
ゆき

5 留萌市青少年健全育成推進員協議会 相談役 八
や

　幡
はた

　洋
よう

　子
こ

6
特定非営利活動法人
留萌スポーツ協会

副理事長 中
なか

　路
みち

　和
かず

　也
や

7
特定非営利活動法人
ＮＰＯおたすけママくらぶ

理　事 和
い

　泉
ずみ

　美
み

　輪
わ

8 社会福祉法人　留萌萌幼会
留萌保育園
園　　長 竹

たけ

　内
うち

　美
み

　和
わ

9 学校法人　萌愛学園　かもめ幼稚園 園　長 福
ふく

　士
し

　惠
え

里
り

子
こ

10
学校法人　旭川カトリック学園
留萌聖園幼稚園 最

も

　上
がみ

　由
ゆ

　紀
き

11 留萌市ＰＴＡ連合会 会　長 加
か

　藤
とう

　健
けん

　太
た

12 連合北海道　留萌地区連合会 事務局長 野
の

　呂
ろ

　照
てる

　幸
ゆき

13 留萌商工会議所 村
むら

　山
やま

　慧
あき

　星
ら

14 公募委員 田
た

　村
むら

　真
ま

　穂
ほ

15 公募委員 堀
ほり

　口
くち

　千
ち

　晶
あき

16 公募委員 山
やま

　田
だ

　美
み

　里
さと

17 公募委員 吉
よし

　田
だ

　千
ち

　春
はる

18 公募委員 武
たけ

　井
い

　恭
きょう

　子
こ


